
（平成２４年２月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認愛媛地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

愛媛厚生年金 事案 1023 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額を、平成５年４月から６年９月までの期間は 50 万円、同年 10 月から７年

９月までの期間は 47万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から７年 10月１日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間について、標準報酬月額が減額訂正されて

いることが分かった。給与明細書等は所持していないが、申立期間の標準

報酬月額は 50 万円ぐらいであったので、当該期間の標準報酬月額を元の記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について

は、当初、平成５年４月から６年９月までは 50 万円、同年 10 月から７年９

月までは 47万円と記録されていたところ、同年３月 31日付けで、５年 10月

及び６年 10 月の定時決定が取り消され、５年４月１日に遡って 13 万 4,000

円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる役員５人及

び従業員 14 人（申立人を除く。）についても、申立人と同様に、平成７年３

月 31 日付けで、５年４月１日に遡って減額訂正されていることがオンライン

記録により確認できる。 

しかしながら、当該事実について、Ａ社の事業主とは連絡が取れないため

に確認できず、前述の役員及び従業員のうち、連絡が取れた役員３人からも、

申立期間当時、申立人の報酬月額が訂正後の標準報酬月額（13 万 4,000 円）

に対応した額に減額されたことをうかがわせる供述は得られない。 

また、年金事務所は、「時期は定かではないが、Ａ社には社会保険料の滞

納があった。」と回答しており、前述の役員３人も、「当時、給料の遅配や



                      

  

社会保険料の滞納があった。」と証言していることから判断すると、申立期

間当時、同社において厚生年金保険料等の滞納があったことが推認できる。 

さらに、Ａ社の閉鎖登記簿謄本によると、申立人は、同社の役員ではなか

ったことが確認できる上、前述の役員３人は、｢申立人は、従業員としてゴル

フ場のコース管理を担当していた。｣と証言していることから、上記の遡及訂

正処理に関与したとは認められない。 

これらを総合的に判断すると、平成７年３月 31 日付けで行われた標準報酬

月額の遡及訂正処理は、事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所に

おいて、当該遡及訂正処理を行う合理的な理由は見当たらないことから、申

立人の申立期間に係る標準報酬月額について有効な記録訂正があったとは認

められず、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務

所に当初届け出た、５年４月から６年９月までの期間は 50 万円、同年 10 月

から７年９月までの期間は 47万円に訂正することが必要と認められる。 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 1024 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 49 年９月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を９万 8,000 円と

することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年８月 30日から同年９月１日まで 

ねんきん定期便により、Ｂ社及びその関連会社に勤務していた期間のう

ち、申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。 

申立期間は、Ａ社からＣ社（現在は、Ｄ社）に異動した時期だが、継続

して勤務していたので、当該期間について、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＢ社に係る在職証明書及びＤ社から提出された人材

台帳から判断すると、申立人は、Ｂ社及びその関連会社に継続して勤務（昭

和 49 年９月１日にＡ社からＣ社に異動）し、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 49 年７月の社会保険事務

所（当時）の記録から、９万 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

愛媛国民年金 事案 652 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年４月から３年２月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年４月から３年２月まで 

ねんきん特別便により、申立期間の国民年金保険料が未納となっている

ことが分かった。 

しかし、国民年金の加入手続は平成２年４月頃にＡ市の支所で行い、そ

の時は国民年金保険料を納付していなかったが、申立期間の保険料につい

ては、３年３月に結婚し、転居したＢ市において、国民年金第３号被保険

者資格の取得及び氏名変更の手続を行った後、申立期間の納付書がまとめ

て送付されたので、10 万円から 12 万円ぐらいの保険料を近くの銀行で一

括して納付した。 

申立期間について、国民年金保険料が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る国民年金被保険者資格取得・種別変更・種別確認届書(写)及

びＢ市Ｃ区の住民異動連絡票（写）によると、申立人は、平成３年 12 月 24

日に、同市において、２年４月１日に遡って国民年金第１号被保険者資格を

取得し、３年３月 14 日に遡って氏名変更及び第３号被保険者資格への種別変

更手続を行い、同市で処理されていることが確認できる上、申立人が保管す

る年金手帳の住所欄には、申立人の婚姻後の同市の住所地が記載され、その

後、Ａ市に住所地を変更されていることが確認できることから、申立人の国

民年金手帳記号番号は、申立人がＢ市に居住していた同年 12 月頃に初めて払

い出され、２年４月１日に遡って、申立人は国民年金に加入したものと推認

され、申立期間に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 



                      

  

また、申立人は、一括して送付された納付書で申立期間の国民年金保険料

を納付したと主張しているところ、オンライン記録によると、申立人に係る

国民年金第３号被保険者資格の喪失処理が平成６年９月 29 日に行われ、その

後、同年 10 月 18 日に、４年９月から６年３月までの保険料（19 万 3,900

円）が過年度納付され、７年４月 25 日に、６年４月から７年３月までの保険

料（13 万 3,200 円）が一括納付されていることが確認できることから、申立

人が保険料の納付時期等を誤認している可能性がうかがわれる。 

さらに、申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人から聴取しても、保

険料の納付時期、納付金額等について記憶が明確ではなく、国民年金の加入

状況、保険料の納付状況等が不明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。  

 

 

 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 1025 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年５月 11日から同年６月 10日まで 

             ② 平成８年８月 24日から同年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①及びＢ社に勤務していた申立期間②につ

いて、厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。 

申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社から派遣され、ホテルで清掃の

仕事に従事していた。」旨主張しているところ、Ａ社は、「ホテルで清掃

の仕事に従事している者は、勤務時間が短いため、厚生年金保険には加入

させていない。社員名簿については、平成４年頃からパートを含め社員番

号を付して管理しているが、申立人については、氏名が見当たらず、勤務

実態は分からない。」と回答している。 

また、申立人は、申立期間①当時、国民年金に加入し、国民年金保険料

の免除申請を行い、承認されていることがオンライン記録により確認でき

る。 

さらに、申立人は、ホテルで清掃の仕事に従事していた同僚について氏

名を記憶しておらず、申立人に係る厚生年金保険の適用状況について証言

を得ることができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

２ 申立期間②について、Ｂ社から提出された同社が作成した健康保険厚生

年金保険台帳（写）によると、申立人は、平成８年９月１日に厚生年金保



                      

  

険の被保険者資格を取得していることが確認でき、オンライン記録と一致

する上、同社は、「当社が作成した従業員の健康保険厚生年金保険台帳を

基に厚生年金保険料を控除しているので、申立人については、平成８年９

月の保険料から控除していると思う。」と回答している。 

    また、申立期間②当時、Ｂ社で厚生年金保険に加入し、聴取することが

できた複数の従業員は、いずれも１週間程度の見習期間があったが、申立

人の厚生年金保険の加入状況は分からない旨証言しており、申立人に係る

当該期間の厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

    このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 1026 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23年４月１日から 24年３月４日まで 

② 昭和 26年７月１日から同年９月１日まで 

③ 昭和 27年３月９日から 31年７月 11日まで 

商船学校を卒業後、昭和 23年４月１日から 31年７月 11日まで、Ａ社で、

船員として勤務していたので、申立期間について、船員保険の被保険者と

して認めてほしい。 

（注） 申立ては、死亡した申立人の元妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 23年４月１日から 31年 7 月 11日までＡ社で船員として勤

務していたとして申立人の元妻が申し立てているところ、申立人に係る船員

保険被保険者台帳及び同社の船員保険被保険者名簿によると、申立人は、24

年３月４日から 26 年７月１日までの期間及び同年９月１日から 27 年３月９

日までの期間、同社において船員保険に加入していることが確認でき、オン

ライン記録と一致する上、当該被保険者台帳及び被保険者名簿の記録が訂正

された形跡も見受けられない。 

また、Ａ社は、申立期間①、②及び③当時の資料は保存しておらず、申立

人の勤務状況、船員保険料の控除等については不明としている上、当該期間

当時の同社の社会保険事務担当者は、「船員として採用すると、すぐに船員

保険に加入させ、船員が退職すると、すぐに船員保険の被保険者資格を喪失

させており、未届は無い。」と証言している。 

さらに、申立期間①、②及び③当時に、Ａ社で船員保険に加入し、聴取す

ることができた船員 10 人のうち２人は、申立人が勤務していたことは記憶し



                      

  

ているものの、船員保険料の控除について証言を得ることができず、残りの

８人から申立人に関する証言を得ることができない。 

加えて、申立人の申立期間①、②及び③に係る船員保険料の控除について、

申立てを行った申立人の元妻から聴取しても、保険料控除の記憶は明確では

ない。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 


